
 

 

 

  ～ 中小企業支援制度の最新情報が分かるニュースレター ～ 

ペンデル税理士法人 
－ 補助金ニュースレター 2022 年 8 月号 － 

■1 事業再構築補助金 第 7回公募より「緊急対策枠」が新設されました 

事業再構築補助金の第 7回公募が開始されました。第 7回公募より、「緊急対策枠（原油価格・物価高騰等

緊急対策枠）」が新設されています。これは、原油価格・物価高騰などの、予期せぬ経済環境変化の影響を

受けている中小企業などの事業再構築を支援するものです。通常枠ではこれまで対象外だった、2021 年以

降に創業した事業者が補助対象となる可能性があり、補助率も高いことが特徴です。また、緊急対策枠に限

らず、経済環境変化の影響を受けているか、ポストコロナに対応できる強い事業となっているかなど、審査項

目が一部見直されました。 

。 

■2 働き方改革推進支援助成金 労働時間適正管理推進コースのご案内 

2020 年 4 月 1 日から、賃金台帳などの労務管理書類の保存期間が 5 年（当面の間は 3 年）に延長されていま

す。このコースは、生産性を向上させ、労務・労働時間の適正管理推進に向け、環境整備に取り組む中小企業

事業主を支援するものです。 

【助成金上限額】 340万円 

【助成対象となる

取 り 組 み 】 

①労務管理担当者に対する研修、②労働者に対する研修、周知・啓発 

③外部専門家によるコンサルティング、④就業規則・労使協定などの作成・変更 

⑤人材確保に向けた取り組み、⑥労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル

式運行記録計の導入・更新、⑦労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新 

【 成 果 目 標 】 

※全ての目標達

成を目指すこと 

①新たに勤怠（労働時間）管理と賃金計算などをリンクさせ、賃金台帳などを作成・管理・

保存できるような統合管理 ITシステムを用いた労働時間管理方法を採用すること 

②新たに賃金台帳などの労務管理書類について 5 年間保存することを就業規則などに

規定すること 

③「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」に係

る研修を労働者および労務管理担当者に対して実施すること 

【 受 付 期 間 】 2022年11月30日（水）まで ※11月30日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。 

【 U R L 】 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000150891_00001.html 

 

【補助金額】【補助率】 

 補助金額 補助率 

【新設】 

緊急対策枠 

従 業 員 

従 業 員 

従 業 員 

従 業 員 

5 人以下 ： 

6～ 2 0 人： 

21～50 人： 

51 人以上：  

100万円～1,000万円 

100万円～2,000万円 

100万円～3,000万円 

100万円～4,000万円 

中小企業： 3/4 

中堅企業： 2/3 

【 必 須 要 件 】 ①2022 年 1 月以降の連続する 6 カ月間のうち、任意の 3 カ月の合計売上高が、

2019 年～2021 年の同 3 カ月の合計売上高と比較して 10％以上減少しているこ

と。また、コロナによって影響を受けていること 

②事業計画を認定経営革新等支援機関と策定すること（補助金額が 3,000 万円を

超える案件は認定経営革新等支援機関および金融機関と策定していること） 

③補助事業終了後 3～5年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、または従業

員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を

策定すること 

【 受 付 期 間 】 第 7回： 8月下旬開始予定～9月 30日（金） 

【 U R L 】 https://jigyou-saikouchiku.go.jp/ 

  



 

 

※ご注意：補助金・助成金は審査があります。条件に合致することのほか、事業計画を基に審査が行われ、不採
択になる場合もあります。また事業の着手は採択・交付決定の後に行うなど、補助金によって条件が異なります。 

ま ず は ご 相 談 く だ さ い 。 初 回 相 談 は 無 料 で す 。 

我々は中小企業の経営上の課題に対し専門性の高い支援を行える国から認定された「経営革新等支援機関」です 

ペンデル税理士法人 
〒160-0023 東京都新宿区西新宿6-6-3 新宿国際ビルディング新館6F 

TEL 03-5990-5910 ／ FAX 03-5990-5909 

 

貴社で受けられる補助金や税制優遇などを、まずは無料で簡易診断してみませんか？ 

簡単な質問にご回答いただくだけで、中小企業診断士や社会保険労務士が検討し、 

全 12種類の補助金などの診断書を作成いたします。 

■3 IT導入補助金 ペンデルが IT導入支援事業者となりました 

IT 導入補助金は、中小企業・小規模事業者に、自社の課題やニーズに合った IT ツールを導入する経費

の一部を補助することで、業務効率化・売上アップを支援するものです。「IT 導入支援事業者」が申請・手

続きをサポートする IT 導入補助金ですが、この度ペンデルグループは、「IT導入補助金 2022」の IT 導入

支援事業者として採択され「ワンストップ業務改善コンソーシアム」を発足しました。これに伴い、さまざまな

業務を自動化できる RPA ツール「WinActor」をはじめ、各種 IT ツールが補助金対象となりました。定型業

務の効率化や生産性の向上など、業務改善にお悩みでしたら、まずはお問い合わせください。 

 

【手続きのイメージ】 

※お客様自身で補助金申請用のアカウント（gBizIDプライム）の取得などは行っていただきます。 

 通常枠 デジタル化基盤導入枠 

A類型 B類型 デジタル化基盤導入類型 

【補助金額】 
30万～ 

150万円 

未満 

150万～ 

450万円 

以下 

会計・受発注・決済・EC 

ソフト 

PC・タブ

レットなど 

レジ・券

売機など 

5万円～ 

50万円以下 

50万円超～ 

350万円 
～10万円 ～20万円 

【 補 助 率 】 1/2以内 3/4以内 2/3以内 1/2以内 

【補助対象経費】 ソフトウェア購入費、クラウド利

用料（最大1年分）、導入関連費 

ソフトウェア購入費、クラウド利用料（最大 2 年分）、導

入関連費、ハードウェア購入費 

【 対 象 者 】 中小企業・小規模事業者など（医療法人、社会福祉法人、学校法人含む） 

【受付期間】 通常枠 5次締切、デジタル化基盤導入類型 10次締切：9月 5日（月）まで 

※上記締切以降も、数回にわたって受付予定です。  

【 U R L 】 https://www.it-hojo.jp/ 

【取り扱いサー

ビス例】 

会計ソフト関連、グループウェア関連、セキュリティ関連、RPA(WinActor)、各種導入支

援 ほか 

 

 


